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「ポストコロナ」時代におけるデジタル活用関する懇談会ワーキンググループ（第１回） 

議事録 

 

 

１．開催日時：令和２年１１月４日（水）１７：３０～１８：５５ 

２．場 所：ＷＥＢ会議形式にて開催 

３．出席者：（敬称略） 

（構成員） 

森川 博之 東京大学大学院工学系研究科 教授（主査） 

粟飯原理咲 アイランド株式会社 代表取締役 

安念 潤司 中央大学大学院法務研究科 教授 

大谷 和子 （株）日本総合研究所 執行役員 

大橋  弘 東京大学公共政策大学院 院長 教授 

熊谷 亮丸 （株）大和総研 専務取締役 調査本部長 チーフエコノミスト 

越塚  登 東京大学大学院情報学環 教授 

宍戸 常寿 東京大学大学院法学政治学研究科 教授 

田澤 由利 （株）テレワークマネジメント 代表取締役 

長田 三紀 情報通信消費者ネットワーク 

 

（総務省） 

竹村 晃一 大臣官房総括審議官（情報通信担当） 

辺見  聡 大臣官房審議官（情報流通行政局担当） 

豊嶋 基暢 情報流通行政局 情報通信政策課長 

佐伯 宜昭 情報流通行政局 情報通信政策課 調査官 

岡本 健太 情報流通行政局 情報通信政策課 課長補佐 

 

（オブザーバ） 

一般社団法人日本経済団体連合会 

一般社団法人電気通信事業者協会 

一般社団法人日本ＩＴ団体連盟 
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内閣官房（ＩＴ総合戦略室） 

 

４．議事 

４．１ 開会 

○岡本課長補佐 

 それでは、定刻になりましたので、森川主査、開会をお願いいたします。 

○森川主査 

 それでは、皆さん、こんばんは。森川です。当会合の主査を務めさせていただきます。皆

様、本日はお忙しい中をお集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 これより、「ポストコロナ」時代におけるデジタル活用に関する懇談会ワーキンググルー

プの第１回会合を開催いたします。このワーキンググループですけれども、先月、親会にお

いて「ポストコロナ」に向けてのデジタル活用を専門的見地から検討するために開催が決定

されたものとなります。 

 本日は、ウェブで開催してまいりますので、初めに、事務局からウェブ会議進行上の留意

事項の御説明をお願いいたします。 

○岡本課長補佐 

 事務局です。構成員の皆様にウェブ会議の進行上の注意点を申し上げます。 

 １点目、資料はウェブ会議の画面上に表示いたしますが、システム環境の問題等で資料共

有ができない構成員の皆様には、ＰＣ等で別途開いていただいたファイルを御確認いただ

きますようお願いいたします。 

 ２点目、ハウリングの防止、ネットワークへの負荷軽減等のため、主査以外の構成員にお

かれましては、発言時以外は、マイク、カメラをそれぞれオフにしていただくようお願いい

たします。 

 ３点目、意見交換等で構成員の皆様が発言を希望される場合には、チャット機能により、

あらかじめその旨を御連絡いただければ幸いです。 

 ４点目、森川主査から順次指名いただきますので、発言時にはマイクとカメラをオンにし

て、最初にお名前をおっしゃっていただいてから御発言いただきますようお願いいたしま

す。 

 以上でございます。 

○森川主査 
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 ありがとうございます。 

 

４．２ 議事 

（１）開催要綱について 

○森川主査 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 お手元の議事次第、御覧いただけますか。初めに開催要綱に関して、その後、事務局から

「ポストコロナ」時代におけるデジタル活用について１０分程度で御説明いただいて、残り

の時間で全ての方々からいろいろな御意見、多角的な視点からのコメントを頂戴できれば

と考えております。最後の意見交換の一巡目はあいうえお順でこちらから指名させていた

だきますので、そのときにいろいろな御意見等をいただければと考えております。 

 それでは、まず、開催要綱についてでございます。 

 お手元の資料の１でございます。こちら、既に皆様方には御確認いただいていますので、

説明のほうは省略させていただきます。この開催要領に基づきましてワーキンググループ

を進めてまいりますので、よろしくお願いいたします。 

 １点、本ワーキングの主査代理をここで決めなければいけません。主査代理は東京大学の

越塚構成員にお願いしたいと思いますが、越塚構成員、よろしいですか。 

○越塚構成員 

 はい、御指名ですので、ありがとうございます。お引き受けしたいと思いますので、よろ

しくお願いします。 

○森川主査 

 ありがとうございます。それでは、本ワーキングの主査代理を越塚構成員といたします。

ありがとうございました。 

 それでは、まず初めに、本会合には、構成員の皆様方のほかに、経団連、あとＴＣＡ（電

気通信事業者協会）、あと日本ＩＴ団体連盟（ＩＴ連）、あと内閣官房のＩＴ室（情報通信技

術総合戦略室）の方々にもオブザーバとして御参加いただいておりますので、よろしくお願

いいたします。オブザーバの方々もぜひ、何かコメント、御意見等ございましたら、意見交

換のときに御遠慮なくいただければと思います。 

 

４．２ 議事 



 -4- 

（２）「ポストコロナ」時代におけるデジタル活用について 

○森川主査 

 それでは、本日の本題でございますが、資料の２、「『ポストコロナ』時代におけるデジタ

ル活用について」、こちらは、初めに事務局から１０分弱で御説明いただきたいと思います。

その後、先ほども申し上げましたとおり、あいうえお順で先生方から一巡目、御意見を賜れ

ればと思っております。 

 それでは、よろしくお願いいたします。 

○佐伯調査官 

 事務局でございます。今、主査から説明していただきましたように、資料２の「『ポスト

コロナ』時代におけるデジタル活用について」に基づきまして、事務局より説明させていた

だきます。 

 既に先生方のお手元には資料をお届けしておりまして、最初のパート１からパート３、ス

ライドで言いますと２２ページまでは省略させていただきまして、２３ページのパート４、

本ＷＧにおいて検討をお願いしたい事項について説明させていただきます。 

 ２４ページ目のスライドでございます。政府及び総務省におけるデジタル活用の戦略・取

組でございますが、政府全体では、今年の夏の時点では、骨太の方針や成長戦略、ＩＴ新戦

略等々におきましてデジタル活用に言及がございまして、そちらの中では主に、デジタル・

ガバメントやData Free Flow with Trust、分野間データ連携といったところについて言及

がされているところでございます。また、御承知のとおり、これを受けて現在、デジタル庁

の創設の議論等々が行われているところでございます。また、それと互いに連携するような

形で、総務省でも主な取組といたしまして、これもこの夏の時点でございますが、利用者、

データ連携あるいは情報通信基盤、研究開発、海外連携等々につきまして、こちらに書いて

ありますような戦略を策定した上で、具体的な取組として、２４ページの一番右側にござい

ますが、デジタル技術の活用支援やテレワークの推進、情報銀行の社会実装等々の取組を進

めてきたところでございます。 

 このような取組を受けて、今回、この懇談会及びワーキンググループにおいて先生方にお

きましては、これからの総務省の取り組むべきデジタル活用について御議論いただきたい

というところでございますが、２５ページ目から、先に行われました第１回の懇談会におい

て構成員の方々からこのような意見が出たということで、簡単に御紹介させていただけれ

ばと思います。 
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 まず、２５ページ目でございますが、デジタル活用全般に関する意見といたしまして、例

えば２番目のポツのところで、デジタル活用のためには、セキュリティの確保や利用者の安

心・安全の確保が、今後のデジタル化の進展において大きな意味を持ってくるという御意見

や、あるいは３番目のポツで、年齢格差あるいは地域格差、人材が偏在していること、経済

格差による教育機会の格差などについて、デジタル活用によってどのように埋められるの

かについて大いに関心があるという御意見がございました。 

 また、こうしたデジタル活用の戦略については、攻めの側面、例えばニューノーマルに向

けたＩＣＴ技術の活用と、守りの側面（デジタル化に取り残された企業や人々の支援等）が

あって、これらを意識して戦略を決めていく必要があるという御意見がございました。 

 それから、６番目のポツでございますが、人材が非常に偏在していることは問題であり、

デジタルとは手法であるので、デジタル技術を活用して何をするのかがよく分かっている

人のところにその技術がないと、なかなか新たな展開というのは難しいのではないかとい

う御意見もございました。 

 また、下から５番目のポツになりますが、業務にデジタルを合わせるのではなく、デジタ

ルに業務を合わせる意識で業務プロセス全体の変革につなげていく意識が大切ではないか

という御意見もございました。 

 それから次でございますが、デジタルでシステムデザインしていかなければいけない。カ

スタマーサクセスの視点を常に意識して、技術と顧客をつなげる人材への投資が大切であ

る。また、市場のパイを広げていくような活動が必須であるという御意見がございました。 

 それから、下から３番目でございますが、現場の方々の意識を高めることができるような

継続的な施策が大切であり、教育と同じで、長い年月にわたって投資し続けることが大切で

あるという御意見もいただきました。 

 また、下から２番目でございますが、利用者目線での活用は、多様な民間ビジネスの参入

が不可欠であり、総務省としては、そうしたビジネス・企業をどう育成・発展させるかとい

う観点での検討が重要だという御意見がございました。 

 また、人材の話でございますが、一番最後、そうした活性化には、支える人材と知的財産

や無形資産も重要であり、特に地域活性化という観点では、人の問題は避けて通れないとい

う御意見もございました。 

 １枚おめくりいただきまして、利用者に関する意見でございます。１番目と７番目のポツ

が比較的似ているのですが、やはり、利用者がどのような部分で困っているか、様々な立場
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の多くの人から確認することが必要であり、どういうニーズがあるのかをきちんとつかん

でおくことがまず必要ではないかという意見を複数の構成員からいただいております。 

 また、５番目のポツになりますが、実際にヒューマンコンピューターインタラクション的

に、ユーザインターフェースを改善し、高齢の方たちがより自然な形でサービスを受けられ

たり移動できたりということのサポートができないといけないという御意見もいただいて

おります。 

 続きまして、２７ページ目でございますが、データ連携に関する意見といたしましては、

データ利活用について、オープンデータとオープンサイエンスの流れを加速しなければな

らない、基本的にはデータが自動的にマシンtoマシンできちんと連携できる枠組みが分野

を飛び越えてできるようになることが大事ではないかという御意見がございました。 

 また、データ連携がうまくいかないのは、パイを奪い合うという意識になっていることが

一つの理由ではないか、パイを増やすという意識に立てば皆がウィン・ウィンの関係をつく

り上げることも可能かもしれないという御意見もいただいております。 

 また、２７ページ目の下の枠で、情報通信基盤に関する意見といたしましては、どこでも

ブロードバンドにつながることの確保をきちんとすることや、その維持をできていくよう

にしていくことも大切な役割ではないかという御意見がございました。 

 また、実際に前回のウェブ会議でも不具合が起こったわけですが、そうした場合に、誰が

どこを解決すればよいか、俯瞰的に見ればそういうことを整理することがとても大事では

ないかという御意見もいただいております。 

 また、下から３番目でございますが、デジタル活用でまだ実現できていない部分というの

は、自分の代わりに実空間であたかも自分自身が動いているかのようにフィジカルなアク

ションを取る点であり、こうした技術的な問題もあることから、５ＧやＢｅｙｏｎｄ５Ｇと

いった新しい情報インフラ基盤を整備して、次のステップのデジタル活用についての青写

真をつくっておくことが必要ではないかという御意見もいただきました。 

 また、ワークスタイルのバリエーションや地域としても、必ずしも自宅からがワーク・フ

ロム・ホームというわけではなくて、様々な場所で仕事をしている人がいるという点も含め

て、このコネクティビティを考えて、自治体との連携も踏まえて総務省に取り組んでいただ

きたいという御意見もいただいております。 

 また、最後のポツでございますが、新たなサービスがいろいろな領域で花開くという認識

でもって、光ファイバ、５Ｇといった情報通信基盤に継続的に投資し続けることが大切とい



 -7- 

う御意見もいただいております。 

 最後、２８ページ目のスライドでございますが、研究開発に関する意見といたしましては、

現在は、ウィズコロナの状態である種定常的に人々が生活を始めておりますが、社会経済活

動とのバランスをどう取っていくかという点で、非接触・遠隔・超臨場感のような３密を避

けた状態で活動を持続できる様々な手法を開発していかなければならないという御意見も

いただいております。 

 また、研究開発と産業政策とを切り離さずに、同時にしっかりと考える場を構築すること

や、知財やビジネスモデルを含めた幅広い観点からの戦略的標準化政策が重要になってく

るのではないかという御意見もいただいております。 

 また、海外連携につきましては、サイバーセキュリティの分野が、グローバル展開という

面も含めて重要になってくるのではないかという御意見をいただいております。 

 こうした親会における構成員からの御意見も御参考にいただいた上で、本日のワーキン

ググループにおいて検討をお願いしたい事項を２９ページにまとめております。 

 まず、全体テーマでございますが、１つ目、我が国のデジタル活用に関して、諸外国に比

して現状をどう評価するか。 

 ２つ目、個々の利用者・企業や経済全体にとって、デジタル活用の目的をどう考えるか。 

 ３つ目、過去のデジタル活用の取組において、どのような部分が成功し、また、どのよう

な部分が不十分であったかと。 

 ４つ目、さらなるデジタル活用に向けて、政府にどのような役割を期待するか。そうした

場合に、ＫＰＩのような形で目標年次や政策の達成度合いをどのように設定すべきかとい

ったところが、全体テーマとしては挙げられるところでございます。 

 また、個別具体的なところといたしましては、全ての国民がデジタル利用を円滑に実現す

るための環境として、具体的に何が必要か、また、その方策として何が望まれるかというこ

と。 

 それから２つ目でございますが、経済再生や地域活性化の実現に資するデータ活用とし

て、具体的に、既存の具体例がどういうものがあり、また、今後どういうような事例が想定

され、それを実現・推進するためにはどういう方法があり得るかという点がございます。 

 ３点目でございますが、「新たな日常」を確立するために、どのような情報通信基盤が必

要とされ、その実現にはどのような推進方策が望まれるか。 

 そして４つ目、その他でございますが、中長期的な経済成長に不可欠な最先端技術の研究



 -8- 

開発や、グローバルなデジタル活用の連携のため、どのような方策が望まれるかという点が

ございます。 

 こうした点につきまして、構成員の先生方から専門的な見地に立たれまして御議論いた

だければと思います。 

 事務局からは以上です。よろしくお願い申し上げます。 

○森川主査 

 ありがとうございました。 

 

４．２ 議事 

（３）意見交換 

○森川主査 

 それでは、意見交換のほうに移りたいと思います。先ほど申し上げましたとおり、あいう

えお順でお願いできればと思っております。今回、初回ですので、冒頭に御挨拶もいただい

た上で、御意見をいただければと思っております。よろしいですか。 

 それでは、粟飯原構成員、お願いできますでしょうか。 

○粟飯原構成員 

 アイランドの粟飯原と申します。よろしくお願いいたします。 

 私からは幾つかの視点で少し簡単に意見を申し上げたいと思っております。まず１つ目

が、今の日本の課題の中で、７ページで、現状、日本の企業のＩＣＴの予算が現行のビジネ

スの維持・運営ための予算が大半で、なかなか新規のために予算が使えていないという課題

があったのですけれども、個人的にも非常に感じておりまして、具体的に申し上げると、弊

社が全国のオンラインで買えるおいしいお取り寄せグルメを御紹介する「おとりよせネッ

ト」というポータルサイトを２００３年から運営しているのですが、この春、コロナで、や

はり外食の店舗が非常に苦しい状況になられて、ではそこからオンラインで新しく物販ビ

ジネスを始めようと業態転換をされようと考えられても、やはり既存のビジネスの維持・運

営のためには予算があっても、新規のＥＣ施策のための元手の資金もなければ、ノウハウも

ないという状態で、でも、外食がうまくいかないから八方塞がりみたいな状況になられてい

るのを非常によく拝見して、とても胸が痛んでいました。ですので、こういった日本の中小

企業がＩＣＴ投資で新規の施策をしたいと思ったときの元手資金のサポートであったりと

か、ノウハウのサポートであったりというのを非常にもっとやっていきたいなという課題
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感は一つ持っております。 

 あと、２つ目としては、弊社が、女性が８割の会社になるのですけれども、春からテレワ

ークをやってみまして、テレワークに本当にダイバーシティーという観点で非常に可能性

を感じています。日本は、やはりダイバーシティーに関してはまだまだ課題が多い国だと思

っていますので、テレワークが今後もっと伸びていくとよいなとも感じているのですが、そ

の中で、やはりテレワークに関するアンケートを見ていくと、環境としてのテレワーク環境

は割と早く整備できるかもしれないのだけれども、テレワークでリモートワークになった

ときに新しい人をどう育成していくのかという人材育成の観点では、様々な企業の人事担

当者の方が不安を抱えているというデータがあって、そういったテレワーク環境、デジタル

で新しいワークスタイルが広まったときに、どうやって人材のスキルアップを行っていく

かも、育成観点のプログラムがデジタルでも支援していけるといいのかなとすごく感じて

おります。 

 あとは、個人的に銀行業務にも携わっているので、そこから言うと、サイバーセキュリテ

ィに関しては、今後、本当に非常に脅威になってくると思いますので、サイバーセキュリテ

ィ分野においては、全ジャンル一気にと行くのは難しいかもしれないのですけれども、しっ

かりとサイバーセキュリティをまずは強固にすべきという業種を決めて、その業種に関し

ては投資をしながら、本当に最先進国に合わせていくという施策が必要だろうなと感じて

おります。 

 以上３点、申し上げたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○森川主査 

 ありがとうございます。貴重なお仕事の中で感じられたことを含めて、いろいろと御指摘

いただきました。ありがとうございました。 

 それでは、続きまして安念構成員、お願いできますか。 

○安念構成員 

 中央大学の安念と申します。私、いかなる意味でもＩＣＴの専門家ではございませんので、

素人というのはどんなことを考えているのかという材料としてぜひお使いいただきたいと

思います。これは、笑い事ではなく、世の中の９９.９９％は素人であって、素人に受容で

きるようなサービスや機器でないと売れるわけがないのですから、ぜひともその素人の考

え方の素材とさせていただきたいと思います。 

 今まで総務省でＩＣＴ関係の会議に幾つかお招きいただきました。それは主としてデジ
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タル・ディバイドをどうやって克服していくかという観点からのものでした。そこで、その

高齢者や障害者の方にどうやって使っていただくかが、非常に重要だと思います。特に高齢

者の方は数が膨大ですから、ビジネスとしても本当にブルーオーシャンであり、とても大切

だと思います。私が感じていることは、決定的に機器も、そこの上の載っているアプリや何

かにしても、ユーザーフレンドリーではないのだと思うのですね。ユーザーフレンドリーで

はないということの意味は、難し過ぎるということです。大体、サインインなどといきなり

英語から始めては、分かりませんよ。こういったことを、専門家は分からないわけです。ま

ずはユーザーフレンドリーにする方策をよく考えないと、とてもじゃないが、ディバイドの

環境の中での弱者には届かないと思っています。ぜひそういう方策をお考えいただければ

幸いです。 

 それから、私が個人的に考えております第２点目は、本ワーキングの中心的な課題ではな

いかもしれませんが、テレワーク等が普及することによって、あるいはＩＣＴが普及するこ

とによって、不動産というものの意味が変わってくるのではないかと思っていて、その点に

大変関心を持っています。今までのように非常にがちっとした不動産の概念から、もっと流

動化していくと思うのです。人間がいろんな箇所にいていいとなっていて、それは例えば、

空き家を活用する可能性が今までよりは増えるということだと思うのです。ただ、その場合、

不動産といってもライフラインにつながっていないと何の意味もない。今後の不動産とい

うのは、例えば若い御夫婦がどこか都心とは別のところで働かれる場合には、保育サービス

が何らかの形で利用できないと仕事にならないわけですね。それから、我々のような高齢者

になってくると、何かの意味で医療サービスが利用できないと意味がないです。このように、

単にライフラインにつながっていて、ソフトなサービスが利用可能であることと一体とな

って不動産というものの意味が出てくるといったようになるのではないかと思います。 

 第３点は、愚痴みたいなものなのですが、携帯電話にしても、パソコンにしても、さらに

はクラウドにしても、どんどん日本製品ってなくなりつつあるのですよね。私は、いかなる

意味でもナショナリストではないから、メード・イン・ジャパンでないといけないなんて思

わないものの、ちょっとやはり心配なのですよね。本当にこんなことでいいのだろうかと。

この種の機器だけでなくて、完成品の市場での日本製品の存在感がどんどんなくなってい

るが、大丈夫なのだろうかと。 

 私、個人的なことを申しますと、ある電力会社の社外取締役をやっているのですが、皆さ

んどなたも、再エネが大切だ、自然再生可能エネルギーが大切だとおっしゃって、それは電
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力会社もみんな分かっているのです。しかし、太陽電池のパネルを作る日本の企業はほとん

どなくなりました。それからついでに言えば、一番有力なのは洋上の風力なのですが、風力

の発電機を作っている日本メーカーは存在しなくなりました。これと同じような趨勢がＩ

ＣＴの機器についても起こった場合、これはなかなかしんどいのではないかなという気が

しております。単なる杞憂に終わればいいのですが、私の個人的な関心の第３点でございま

す。 

 どうも取り留めのないことを申しまして、ありがとうございました。 

○森川主査 

 安念構成員、ありがとうございます。非常に率直なというのですかね、御意見、非常にあ

りがとうございます。 

 それでは、日本総研の大谷構成員、お願いできますか。 

○大谷構成員 

 日本総研の大谷でございます。親会でも発言機会をいただきまして、幾つか思うところを

述べさせていただきましたけれども、改めて発言させていただけるということですと、やは

りコロナの環境の下で気づいたことを幾つか申し上げたいと思います。 

 １つは、私も、勤務先での職員と一緒に働きながら、人生のライフステージにおいて、デ

ジタルが有効に機能している場面とそうでない場面がどうしても分かれてくるなというこ

とを実感しております。マイナンバー制度などは、出生や就学など、ライフステージの様々

なところでそれを支援するような情報提供もできる仕組みをつくる基盤の一つにはなって

いるかと思いますけれども、なかなかそれが全てにわたっているとも思えないところがあ

って、それが普及の壁の一つにもなっているのではないかと思っている次第です。 

 例えば、そういったデジタルの活用については、高齢者や、それから障害を抱えた方にも

使いやすいシステムやツールなどを開発してはどうかという意見が山のようにあり、私も

それに異存があるわけではありませんけれども、例えば認知に問題が出始めた高齢の親な

どに今利用を勧められるかというと、非常に危険にあふれている場所でもありまして、なか

なか勧められないといったことも感じているところでございます。前回、親会のときにも、

接続がなかなかうまくいかずに大変御迷惑をおかけすることにもなったのですけれども、

職場の通信環境上のセキュリティ対策が向上すると、逆に外部とのつながりやすさが損な

われるということで、やはりデータなどが自由に流通し交換できるためには、安全対策、セ

キュリティについて十分に自信のあるような基盤が整うことが必要ではないかと思ってお
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ります。 

 あわせて、前回、親会のときにも申し上げたのですけれども、地方自治体などで、その地

方の独自性や、あるいは他の地域に比べての優位性などを示したい部分でない箇所で共通

の事務というのが多数あるかと思いますが、それらを共通のプラットフォームを利用して

いただけるように効率的な仕組みを国の支援の下で導入できないかという問題意識は、同

じように思っているところでございます。 

 また、せっかくこういう機会ですので併せて発言させていただきますと、デジタルという

のは非常に可能性を秘めているものですけれども、今までアナログの世界で、例えば、よい

言論などを支えてきた紙媒体のメディアや、図書館などといったところの機能が、デジタル

の影響を受けて、今、非常に苦戦しているところがあるかと思います。そういった既存のア

ナログの環境の中で実現してきて、私たちがもはや空気や水のように感じている部分をデ

ジタルな社会の中でも生かしていくことができるような仕組みというのも、忘れずに取り

組んでいくことが必要ではないかと思っている次第でございます。 

 以上でございます。 

○森川主査 

 大谷構成員、ありがとうございます。 

 それでは、東京大学の大橋構成員、お願いできますか。 

○大橋構成員 

 よろしくお願いいたします。大橋と申します。専門は経済でございまして、今、公共政策

大学院というところでも部局長をやらせていただいていて、そういう意味でいうと、このデ

ジタルの話というのは教育面では人ごとに思えない部分がございます。これは、森川主査も

いらっしゃるので、単なる愚痴にすぎないかもしれませんが、結局、オンラインで全ての講

義をやるようになったわけですが、非常にいい面として、やはり空間の制約がなくなったと

いうこと、録画をするということでもありますけれども、時間の制約がなくなったというこ

と、ここに来る必要もなくなったので、距離の制約がなくなったということという意味で

様々な制約がなくなったがゆえに、学生も非常に授業に参加するようになりましたし、また、

チャットの機能を使えば質問もしやすくなったという意味で、非常に前向きに授業に参加

する学生が多くなったなという気は、一般的な教員としても感じられるところではないか

と思います。 

 他方で、通信環境の問題で、学生全員のスクリーンをオンにするとＺｏｏｍが落ちたりな
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どいろいろあって、Ｚｏｏｍの画面は隠してくださいということもしばしば起こったりし

ており、ある意味、通信のインフラ面のところで様々使う部分での制約があるなという感じ

がするということが１点あります。そういう意味でいうと、デジタル活用の目的というのは

いろんなユースケースがあり得ると思うのですが、インフラ自体は色がついていないもの

ですから、ある意味、ある程度のインフラがあれば、それが需要を生み出す。需要からイン

フラを考えるのではなくて、インフラが需要を生み出す部分も恐らくあるのだろうなとい

う気がします。 

 教育について、教育の効果という意味で何が起こっているかと私が感じているかという

と、授業には参加しているのですが、多分、皆さん授業だけを聞いているわけではない。教

室にいるときは、いろんな人の目があって、内職するといっても、なかなか後ろめたいなと

思いながら皆さん内職していたのだと思いますが、オンラインだと基本的にスクリーンオ

フしてしまえば何でも後ろでできてしまうので、そういう意味でいうと、どこまで学びの深

みがあるのかというのは結構分からなくなってきているということがあります。対面のメ

リットも実はあるのだろうなという気がしていて、他方で、教育の観点で言うと、オンライ

ンと対面とどういう比率で持っていったらいいのか、どういったものが対面にふさわしく

て、何がデジタルにふさわしいのか、実はその線引きというのはうまくできていないのでは

ないかと思います。逆に言うと、今、オンラインで卒業できてしまうという姿になっていて、

本当に教育効果あるいは成果として考えてみた場合、それでいいのかなという感じがしま

す。 

 今、教育の事例でお話をさせていただきましたけれど、多分、あらゆる側面において、デ

ジタルで完結はするのだけれども、対面が重要な部分も恐らくあるのではないかと思って

いて、その辺りの線引きをどう考えていくのかは、私自身の宿題としてあります。 

 もう少し言わせていただくと、今回、こうした懇談会をつくっていただく意味は非常に大

きいと思っていて、多分、こうしたテレコムの会議はどちらかというと、規制の話や、国内

に閉じた話が多かったわけですけれども、デジタル活用というと、委員の意見で産業政策と

いう言葉が森川主査からもあったと思いますが、比較的、規制よりも、どうやって伸ばして

いくのか、あるいはグローバルな視点も含めて、こうした場でしっかり議論して事業者の後

押しをするということはすごく重要なことだなと感じています。 

 もう少し言わせてもらうと、先ほどからいい面を申し上げましたけれども、セキュリティ

のお話もありましたが、犯罪という意味でも、いろんな形で、デジタルの中での犯罪という
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のも多種多様なものが今後出てくるのだろうなと思います。そうしたものとは多分いたち

ごっこだと思いますけれども、いい側面だけでもないことはしっかり考えていかなければ

いけない点だろうと思います。 

 また、最後になりますけれども、大学もそうですが、業務のデジタル化は極めて重要な問

題で、人口減少下の中でずっと言われていたわけですけれども、いよいよ目に見える形で来

たなという感じがします。それぞれの組織の中の部署の間をどうやってデータをつなぐの

かは重要ですけれども、行政で言えば、自治体間や、あるいは国と自治体あるいは独法との

データ連携など、そうした制度面のところも整理をしていただかないと、なかなかデジタル

の強みというのは生かせないなという感じがしますので、これは制度と併せて二人三脚で

デジタル化というのは進めていかないといけないと思っています。 

 以上、縷々失礼いたしました。ありがとうございます。 

○森川主査 

 大橋構成員、ありがとうございます。 

 それでは、熊谷構成員、越塚構成員が切断しているので、いきなりですが、宍戸先生、大

丈夫でしょうか。 

○宍戸構成員 

 はい。東京大学の宍戸でございます。私からは、既に先生方からお話があったことの重複

を避けながらではありますけれども、ひとまず３点ほど申し上げたいと思います。 

 １つは、やはりよく言われることだと思うのですが、情報あるいはコンテンツ自体、その

ネットワーク、機器・端末のレベルでも、全てについて、いろいろな意味で安全性や信頼性

が問題になってきているのが、デジタル社会ではないかということです。特に普通の消費者

から見ると、それは５Ｇの問題ですよとか、それはスマホの問題ですよとか言われても、何

か危ないというのは同じであるわけですね。先ほど大谷構成員から、公共の場をめぐる、あ

るいは公共の情報の担い手をめぐる議論もありましたけれども、そういったネットワーク

あるいはネットワークにおいて流れるコンテンツが、人々が公につながることとの関係で

非常に重要になってくる中で、もちろん規制の部分もあるでしょうし、サービスで競争する

部分あるいは技術で確保する部分、いろいろあると思うのですけれども、安全性、信頼性に

ついて水漏れがないようにすることが大事だろうと思います。 

 特に５Ｇネットワークについては、私はどんどん進めるべきだと思っているわけですけ

れども、同時に、海外では、しばしば５Ｇの危険性が指摘されることがあります。そういっ
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たことについて日本国内でもしっかりとした調査をして、こういうことだから安全なのだ

とか、こういう使い方だから安全なのだとか、何か留意すべきところがあるならそれは言う

とか、透明性がある形でしっかりとした発信をしていかないと、何かのときに非常に大きな

バックラッシュが起きたりして面倒事になる可能性もあると思いますので、そういったこ

とも含めて、どうやってネットワーク、それから、その上で流れるコンテンツ全体を含めて

の安全性、信頼性を高めていくかということが一つ重要な論点だろうと思います。 

 ２点目は、先ほど安念構成員がおっしゃったことにも関わると思いますが、とにかくどん

どん新しい技術やサービスが出てきて、また、例えばパーソナルデータについて同意疲れと

いう話がありますけれども、年中同意を求められるなど、人間一人一人、個人が判断できる

事柄という量を非常に超える形で、デジタル社会のいろいろなサービスなどが進んでくる

と、限定合理性の問題が多分あるだろうと思います。そうなってきたときに、例えばＥＵの

人権と民主主義に関する行動計画では、キャパシティー・ビルディングをしっかりやってい

かなければいけないとあり、それは恐らくは消費者としての側面、生活者としての側面を支

えるという点もあれば、このデジタル社会における民主主義に参加することも含めた公民

視点の部分を支えるということの両方を含むのだと思います。そういったキャパシティー・

ビルディングを一人一人の人間が自らやるのではなくて、例えば企業が利用者に対してそ

ういったサービスや機会を提供する。あるいは、キャパシティーを補うという意味では、情

報銀行はそういったものとして位置づけることができると思いますし、また、政府として、

特に高齢者や、技術についていけなくなりつつある人に対して、きちんとした発信や説明、

勉強の機会を与えることも含めて、個人の問題にどう対処するかということが重要ではな

いかと思います。 

 長くなっておりますが、３点目、申し上げますと、やはり人間が多様な存在であるという

ことがデジタル化が進んでくる中で可視化されてきて、逆に、デジタル活用によってそうい

う様々な具体的な人間の在り方に対応して、いわば個別化医療が代表だと思いますが、ニー

ズを満たすことができるようになると思います。 

 また、先ほど申し上げたことに関わりますが、人間のライフサイクルで、子供のときには

子供なりのデジタルの使い方、年長者になったら年長者なりの仕事においてのデジタルの

使い方、あるいは高齢になったときにデジタルがサポートしてくれるなど、人のライフサイ

クルとデジタル技術のいろいろな関わりをしっかり見せていって、デジタル技術のメリッ

ト、恩恵がそれぞれの人に行き渡るような多様性や、サービスあるいは社会全体の開放性を
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確保していくことが、経済的な成長とも相まって回っていくという視点が重要ではないか

と思っております。 

 すみません、大ざっぱな話でございますが、私からは以上です。 

○森川主査 

 宍戸構成員、ありがとうございます。 

 熊谷構成員は大丈夫ですか。では、お願いいたします。 

○熊谷構成員 

 はい、よろしくお願いします。システムの状態が不安定で断片的にしか話を聞いていない

のですけれども、１回目ですので、このワーキンググループで私が重視したいと考えている

基本的な視点などについて、幾つか申し上げたいと思います。 

 まず、やはり一番重要なのは「効率性」と「安全性」のバランスを取ることだと思います。

日本の場合は、マスコミを中心に「無謬性」への過剰な執着がばっこしているので、やはり

「ゼロリスク」にはできないということを前提にした上で、効率性と安全性のバランスを取

っていくというような考え方が非常に重要なんじゃないかと思います。これがまず１点目

です。 

 ２点目としては、成長という観点から言えば、やはりデータというのは「２１世紀の石油」

であって、特に日本は医療・介護だとか製造業分野やモビリティ分野などで極めて優良なデ

ータがあるわけですから、企業の保有データに関しては、公共性の高いものについては原則

としてオープン化をしていく。それから、個人を基点としたデータ流通を促進するというこ

とで、例えば個人に対するデータ提供のインセンティブを与えて、医療・介護などの領域で、

データを提供した個人については自己負担を少し軽くしていくようなことだとか、そうい

う形で個人と企業がしっかりとデータを出して流通していく仕組みが重要ではないかと考

えます。これが２点目です。 

 ３点目は、今回の会議の射程ではないのかもしれませんが、デジタル庁に関して申し上げ

ると、やはり大事なことは是正だとか勧告の権限をしっかりとデジタル庁に与えること、そ

れから、人事については一流の民間人を揃えるということ、また、今、縦割りになっていま

すが、システムの調達などについても縦割りを排して一括の購入を行っていくことなどが

ポイントではないかと思います。 

 ４点目は、これはもう言わずもがなですが、やはりマイナンバーの活用が非常に重要であ

って、将来的には運転免許その他との一体化があるわけですけれども、これについて外国人
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と話すと、そのスピードが例えば２年半かかるとか、非常に遅いということですから、そこ

は当初の計画以上に前倒しをしていくと共に、極力、民間の金融機関との連携などを拡大す

ることなどが重要だと考えます。 

 ５点目としては、先日の菅政権の所信表明演説でも、グリーンな社会をつくるということ

が非常に大きな柱になっていますから、経済成長と環境の好循環をつくる、このグリーンな

施策とＩＴをしっかりと連携することが大事であると考えます。 

 ６点目は、災害への対応ということです。例えば避難所をＩＴで結んでいくだとか、日本

ではこれからやはり色々な災害が想定されるわけですので、日本ならではの在り方として、

災害対応とＩＴをしっかりと結びつけることが重要だと考えます。 

 ７点目としては、「スーパーシティ」という仕組みがあるわけですから、これをＩＴと連

携させて、積極的に活用すべきであると思います。 

 最後、８点目としては、既に一部の方からも出ていますが、やはり「デジタルの格差」は

大きな問題です。ここはもっとユーザーフレンドリーにしていき、なるべくインクルーシブ

な形で、ドロップアウトする方がいないような形で、しっかりとＩＴ化を進めることが必要

だと考えます。 

 以上８点、申し上げたいと思います。ありがとうございました。 

○森川主査 

 熊谷構成員、ありがとうございます。幅広いコメントありがとうございました。 

 それでは、越塚構成員、大丈夫でしょうか。 

○越塚構成員 

 はい、東大の越塚でございます。自己紹介しますと、私、立場は技術屋でございまして、

森川主査と同じような分野ですけれども、コンピューターのＩＣＴの技術をずっとやって

います。そういう意味では、今日、技術の人はそんなには多くもないということもあるので、

少しそういったほうからまず２点ばかりお話ししたいと思いますけれども、まずは、やはり

ＩＴ全体で言うと、日本の政策で始まっているのが、ＩＴ基本法ができて２０年たったわけ

です。いろいろＩＴも多く変わってかなり複雑にもなり、従来はケーブルを家に引っ張る、

会社に引っ張るというハードのインフラの普及から始まったと思いますけれども、今はも

うソフトも飛び越えて、競争領域、データになったということで非常に大きく変わって、そ

れに沿って施策や戦略も変えていくことというのは喫緊の課題なのかなと思います。 

 一番、今まで課題になっているのは、日本というのはＩＴ・ＩＣＴの技術があるのに何で
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利活用が進まないのかというのが、多分１０年来、課題になっていたと思うのですが、ただ、

本当は現状、実はその１０年で技術もかなりやばいところに来て、あるのにはうそというの

は、ちょっとこれはまた別の機会にと思いますけれども、今までもやっぱり利活用が進まな

いというところで、政策的にも利活用の促進とか実証実験の推進とかどんどん進めるけれ

ども、結局は実験に止まって、今、悪口があるのはＰｏＣ祭りです。ＰｏＣ、ＰｏＣ、Ｐｏ

Ｃと。結局、利活用進まない、実用にならない、実験で終わる。これはやっぱり僕は思うの

には、プラットフォームの問題というのはすごくあると思っていて、フロントエンドでなく

て、実はバックエンド。大橋先生がおっしゃっていたインフラが需要をつくるという面も僕

も絶対あると思っていまして、インフラやプラットフォームがないと、実験はできるけれど

も、実用にならない。実用のためには、やはり安くて信頼性の高いサービスをつくらなきゃ

いけないわけですけれども、そのためには絶対プラットフォームが必要だと思います。それ

があって初めてサービスが安価に非常に高信頼を持ってできる絶対必要なパーツ。言って

みれば、あるものを実現するには、プラットフォームをやるというのはかなり急がば回れと

いうところがあるのですが、これがなかなか日本はできていないと。そこのところが非常に

問題で、安念構成員も日本製品がなくなってきて、ＩＣＴもそうなんじゃないのというお話

がありましたけど、本当にその御指摘、僕、全くそのとおりだと思って、そこの弱点はやっ

ぱり僕はプラットフォームだったんじゃないかなと。だから、日本はいろんな技術はあるの

にプラットフォームは全くないというのが多分最大の課題で、これが利活用に非常に大き

な影響を与えていると。だから、そこのところ、プラットフォームというのは技術とビジネ

スと制度の複合領域ですから、非常に難しい分野で、ここにてこ入れしていく必要はあるだ

ろうと思います。 

 そのプラットフォーム等いろいろあるわけですけれども、２つ目ですが、どこのというの

があるんですね。先ほど述べたように、ハードではなくて、もはや今、ソフトやデータだっ

たり、制度だったり、教育だったり、先ほどあったＵＩやＵＸみたいなことのプラットフォ

ームなのですが、やはり今一番重要なことの優先順位高いと思うのは、先ほど熊谷構成員も

おっしゃっていましたが、データだと思います。これはある意味で産業政策としても重要な

ところで、なぜデータは重要なのかというと、データがあることによって、例えば中小企業

でもどこでもイノベーションをしていく、新しいことやっていくとき、誰でも低コストでで

きるためにはデータがきちっと流通しているということが、恐らくこういうデータ駆動型

社会とか知識集約型の社会的というときに非常に重要だと思いますけれども、そのときに、
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今、僕自身も分野間データ連携基盤のようなグローバルなことを少し手がけているからあ

れなんですが、実際は今、多分、企業の中でも、社内でもデータなんて連携もしていない、

使われていない。分野内でも、社内でも、個人でもなかなかデータって利活用が進まないと

いうことで、なので、施策としては、恐らく分野間・分野内・社内・個人、同時に、多面的

に、統合的に、省庁分担してデータ戦略というのはやっぱり進めていく必要があるのだろう

なと思います。 

 そのときのやり方として重要なのは、今までの産業政策と違って、データということで言

うと、恐らく政府自身が巨大なデータホルダーで、データジェネレーターで、データユーザ

ーでという日本最大のデータのプレーヤーだという、これを最大限に生かしてこのデータ

戦略を牽引していくということが重要なのではないかと思います。 

 以上です。 

○森川主査 

 越塚構成員、ありがとうございます。 

 それでは、田澤構成員、お願いできますでしょうか。 

○田澤構成員 

 田澤です。本日は音声だけで失礼いたします。私は、会社名どおり、テレワークをずっと

推進する仕事をしております。具体的には、企業へのコンサルティングあるいは地域でのテ

レワークによる地域活性化等を長年やってきております。テレワークマネジメントという

会社は１２年前に立ち上げたのですけれども、なかなかテレワークというものが日本で普

及しない中で、今回のコロナ禍で大きく動き始めて、動き始めたのはとてもうれしいのです

が、それと同時に心配事も増えてきたということでございます。ちなみに、本日、私は、北

海道北見市にあります私の自宅から参加させていただいております。こういった形で国の

会議に参加できるというのは本当にありがたいなと思いつつ、やはりデジタル活用は色々

なメリットがございますけど、究極は距離を越えるというのが非常に重要ではないかと思

います。特に日本の場合は東京集中というものがございますので、そこも含めて、遠方でず

っと暮らしてきて、また、遠方でテレワークを推進してきた者として、今回の中では自分な

りの話ができればなと思っております。 

 当然、デジタル活用は広い範囲で、先生方のお話を伺っておりましても私にはとても遠い

世界の話も含めまして、ここは自分の得意なところだけお話しさせていただきますと、私は、

テレワーク、働くということ、働き方ということを中心に、デジタル活用の先というか、い
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つでも、どこでも働ける社会というのを目指しております。それと同時に、実際、テレワー

クをやってきて思っていることは、ネットがいろいろ普及する、またスマホができることに

よって、様々なエンターテインメントや、様々な買物を含めた生活というものが地方におい

ても便利になってきました。ただ、仕事と教育だけは、どうしても都会とのギャップ・距離

が縮まらない状況がずっと続いてきたと思っています。まさに今回、それが大きく露呈され

た形で、仕事と教育が止まることによって大きな問題点が見えてきたと思っております。 

 先ほどからお話しされているように、テレワークが今回のことをきっかけに普及すると

いうことを結構皆さんも思っていらっしゃるし、実際そうなのですけれども、それが本当に

正しい方向に行っているのかというのが私の一つの悩みです。教育に関しても同様でして、

オンラインで授業ができるということだけで、本当にそれがいい方向に向かっているのか

どうか。先ほど大橋先生がおっしゃっていたように、授業は受けられるけれども、本当に真

剣にそれに取り組んでいるのか、学びの深みはあるのか、本来の目的である学ぶことができ

ているのかというような、離れているからということで出てくる課題点というのが、これは

仕事も同様なのですね。仕事も、離れているので、本当にちゃんと取り組めているか分から

ないよねとか、プロセスが見えないよねという中で、何か違う方向に行ってはいけないなと

いうのを思っております。私的には、教育と仕事という中で違う方向というのがどういう方

向かと申しますと、離れているから、デジタルを活用して例えばオンライン授業をやると、

授業をしている様子が見えない、手元が見えない、だから仕方ないよねとなる部分であった

り、仕事も同様ですね、時間管理ができない、プロセスが見えない、だから成果で判断・評

価しましょうとか、そういった方向に行ってしまうと、これはデジタル活用のマイナス面を

大きくしてしまうんじゃないかという不安でございます。 

 例えば成果主義にしましょうとしたら、少子・高齢化の日本において、例えばですけれど

も、子育てと親の介護、両方をダブルケアしている人に、成果だけ見ますなんていうことに

なると、その人は二重三重に大変が出てきます。先ほどというか、今回のテーマの議論いた

だきたいことで海外との比較というのがありましたけど、例えば、アメリカはテレワークで

きるよね、しかも成果主義だし、ジョブ・ディスクリプションがちゃんとしているし、あっ

ちに行きましょうと進めてしまうと、少子・高齢化社会トップを行っている日本においての

答えにならないと私は考えております。また、それは教育も実は同様に思っておりまして、

日本のよさですね、これまでの日本の働き方のよさや日本の教育のよさというものをしっ

かりちゃんと見据えた上でデジタル活用を考えていくべきではないかと思っております。 
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 なんて漠然とした言い方をすると分かりにくいかと思いますので、１つ例を挙げさせて

いただきますと、今回のコロナ禍でウェブ会議、かなり使える方が増えました。チャットツ

ール、いいね、声かけられるねということで、チャットツールを使う人たちも増えました。

でも、そういった、既にテレワークもできるし、機器もあるし、ネットもあるし、ウェブ会

議もあるし、チャットツールもあるという会社さんが、緊急事態宣言での経験を経て、当社

が使っている、もう１０年近く使っている仮想オフィス、バーチャルオフィスについての問

合せがすごく増えました。というのは、やはり離れてしまったら、突然離れたりばらばらで

仕事をするようになると仕事が進まない。本来の目的である業務の効率化どころか、仕事が

停滞するということに気がついて、じゃあどうすればいいかという答え、あるいはちょっと

した声かけとかコミュニケーションができる答えとして、クラウド上のオフィス、仮想オフ

ィス、バーチャルオフィス、いろいろな言い方がありますけれども、それを求める企業が今

とても増えています。まだあんまりメディアにそういった話題は出ていないかもしれませ

んが、やはり教育についてもそうで、子供たちに授業は伝えられるけど、子供たち同士のコ

ミュニケーションや競い合いや学び合いといったものはやっぱり教室で行われていた。今

回のコロナ禍で、オフィスの重要性と、それと教室の重要性というのは、恐らく今、現場で

実感しているのではないか。 

 そこに、やはりデジタルでそうなったのであればデジタルで解決する。ＩＣＴのツールを、

そういった現場の声に応えられるような、今言ったバーチャルオフィスとかもそうですし、

時間管理とかもそうですし、そのようなツールをしっかり見せていくということ。そして、

目指す方向を、デジタル化によってここを目指すんだよという方向をやはり国としてしっ

かり見せていただき、事例として伝えていただかないと、取りあえずパソコン、取りあえず

ネット環境、ウェブ会議入れた、じゃあやりましょうみたいな、そういう形になっていくと、

せっかくのいい機会があまりいい方向に行かないようになるのではないいかという不安の

中で、逆に、ここでもぜひ、そういった目指すべきところは何なのか、デジタル活用で何を

実現したいのかということを考えたときに、今言ったような私が不安に思っているような

ことを逆にデジタルで解決するという見本が見せられたらな、また、そういった提案ができ

たらなと思っております。 

 以上でございます。 

○森川主査 

 田澤構成員、北海道北見からありがとうございます。 
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 それでは、最後になりますが、長田さん、長田構成員、お願いできますでしょうか。 

○長田構成員 

 長田でございます。私は、長い間、消費者団体の事務局をずっとしてまいりました。その

上で、昨年退職をしまして、情報通信分野の消費者問題に集中して活動をしている者です。 

 今、いろんな御意見を伺っていて、本当にそうだなと思ってずっと聞いていました。１つ

思っているのは、デジタル社会をずっと求めていくというのはとても大切なことだと思っ

ているのですけれども、そのことがアナログを全部一掃してしまうというふうなイメージ

があると思うのですが、それはそうじゃないだろうと。共存をしていくというか、普通の生

活の中でのアナログの関係というのはやっぱりあることになるのではないかなと私は勝手

に思っているし、そうあるべきではないかなと思っています。それは、とても心配されてい

るデジタル・ディバイドのことを考えても、高齢者になってからも、もうデジタルでのアク

セスしかあり得ないんだということになってしまうと、それはとても厳しいので、デジタル

のアクセスを助けるアナログな存在というようなものが必要になってくるのではないかな

と思っています。今回、こういう関係のいろいろな先生方のお話をほかでも伺ったりしてい

て、デジタルの社会での実現すべきものはむしろ多様性への対応だという、様々な技術を使

って、今まではどちらかというと一律な対応しかできなかったものを、より細やかな多様性

での対応ができるようになる社会を目指すべきだというお話を伺って、ああ、そうだなと思

っているところです。 

 突然、現実的な話をして申し訳ないのですが、最近、消費者問題の大きな課題として、国

民生活センターが二度にわたって注意喚起をしている、定期購入の問題があります。それは、

スマホでＳＮＳでも何でも見ているといろんな広告が入ってきます。それにお試し幾らっ

て、例えば５００円とかで何か健康食品が買えるとかそういうものを見て、購入したところ、

定期購入になっており、３回、４回の定期購入が条件づけられているし、２回目からは非常

に高い商品が初回は０円だったり５００円だったりというようなもので売られていると。

２回目が結構早くやってきて、これ、定期購入だった、気がつかなかったと思ってキャンセ

ルしようと思ったら、これは通信販売になるのでクーリングオフの制度がなく、他方返品解

約制度というのがありますが、それももう時期を過ぎてしまっていますとか、あと電話で解

約をしなきゃいけないということになっていて、電話がつながらなくてという被害が非常

に増えています。そういう、今、お買物も行きにくくなったし、スマホも何とか使えるよう

になった高齢の方々がそういう被害に遭っているということもあり、何かデジタル化して
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いくときには、より丁寧にルールを決めていかなきゃいけないなというのはすごく思って

います。定期購入には初回お試し何百円みたいなそんなものを入れちゃいけないくらいの

ことをしないとなかなか守れないなと思っているので、将来、先にどういうデジタルな社会

をつくるのかというのと、そこへ向かっていく間も常に、そこで何か問題が起こっていない

かどうかというのはきちんと見ていかなきゃいけないなと思っています。 

 そして最後にお願いで、「またあいつ、この話をした」とＩＴ総合戦略室さんに怒られそ

うなのですが、ＩＴ総合戦略室のほうで検討されているデジタルな社会へのＩＴ推進基本

法の検討などとも今日の先生方のお話は非常にマッチするものだと思いますので、今、国と

して、デジタル基盤を連携していくこととか、それは国と自治体や民間も全て挙げて同じプ

ラットフォーム上で何かを利用しようとしていくことを考えていることとか、それから、こ

この委員の中にも参加されていらっしゃる大谷構成員、宍戸構成員がいらっしゃいますが、

個人情報保護法の改正もこういうふうに検討が進んでいるというようなことも含めて情報

を共有していただいて、何か平行線で検討するものではなく、ちゃんと交われるような検討

を実現していただけたらいいなと思っています。 

 以上です。 

○森川主査 

 ありがとうございます。 

 それでは、一通り御意見いただきました。残り２０分ぐらいになります。二巡目に行く前

に、実は当初は先生方の御意見を僕がまとめられればいいかなと思ってメモを残していた

のですが、かなりスペクトラムが広いので、まとめは事務局のほうに後日お願いできればと

思っております。 

 私個人的な問題意識として、全体テーマの３点目ですね、どのような部分が不十分であっ

たのかと。今、デジタル庁の議論で、行政のデジタル化に関して、デジタル・ガバメントに

関してはいろいろな議論が起こってきて、それは結構問題はクリアかなと思っていますが、

行政以外のところ、実はｅ－Ｊａｐａｎぐらいから始まってとにかくいろんなことをやっ

てきて、結構、政策パッケージは総務省も経産省も網羅されているような感じもします。し

かし、うまくいかない。これって何なのかというのが、こういう機会にもっと後押ししてい

くのも重要なのかなというのが僕の問題意識でございまして、その辺り、何か教えていただ

ける先生とかおられたら、何でだめだったのか教えていただきたい。これってすごく重要な

ポイントなのかなというふうにも思っております。今回の「ポストコロナ」のときには、今
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までの政策パッケージ、実はかなり網羅されていて、中小企業からデジタル・ディバイドと

か、実はいろんなプログラムがもう走っていますが、駄目な点は一体何なのかと。今までど

おりやっているとまた同じことになってしまいますので、せっかくのよい機会なので、ここ

で変えるべきものは変えていくのもいいのかなと思っております。 

 そういう点も含めて、あと２０分弱ありますので、何か先生方から御意見ございましたら

追加でお知らせいただければと思いますしオブザーバの方々からも、せっかくなので、何か

御意見等ございましたらお知らせいただければと思いますが、いかがですか。 

 では、大橋構成員、お願いできますか。 

○大橋構成員 

 すみません、ちょっと音声が一瞬途切れたので、森川主査のお話、聞き間違えていたら申

し訳ないです。どうしてうまくいかなかったのかということについてというふうにお伺い

しました。これは多分、それぞれ御経験がある業種で違うのかなという感じがするので、あ

くまで私の見ている範囲内で、例えば、自分が知っている範囲で言うと、初中教育において、

これまで校務システムみたいなのというのは一生懸命入れるという話があったわけですが、

なかなかうまくいっておりません。それでまた上書きして統合型校務システムを入れよう

としているのですが、何がうまくいかなかったのかというと、これはここだけしか言えませ

んけれど、やはり地元の出入りの業者というのがおりまして、そうした人たちの話を取り上

げて、とりあえずデジタルにすれば良いのだろうということで、デジタルにすることがある

ように思います。本来は、自分たちの業務をもう一回見直して、もう一回業務体制を組み替

える作業というのが多分必要だと思うのですけれど、単に今やっていることをデジタルに

置き換えるだけということでしかないので、そうすると、多くの自治体はかなり高いシステ

ムを掴んだのではないかと思いますが、結局、システムアップデートのときにもう使い物に

ならないからこれで打ち止めということで、うまくいかない自治体さんというのは随分た

くさんあったんじゃないかと思います。全てが全てこのケースが当てはまるとは思わない

ですけれど、やはり主体的に自分の業務についての問題意識とか、それをデジタルで解決し

ようというふうなマインドセットがないと、単にデジタルにするというだけだとなかなか

長続きしないのではないかと思います。 

 すみません、大した意見じゃないですが。ありがとうございます。 

○森川主査 

 大橋構成員、ありがとうございます。今の大橋構成員の御指摘は、多分全ての業界で当て
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はまることなのかなと思っております。そういった点でいうと、僕自身ちょっと思っている

のが、国の予算って何かハード偏重に感じています。ハードというか、物、製品、ソフトの

製品も含めて、何か物に対しての、必ずしも有形資産だけではないんですが、ソフトも含め

た物に対してのリソース配分で、実はそこを何かもっと軟らかいところにもリソース配分

していかないと、人とか、つなぐところとか、そうじゃないといけないのかなというふうに

も思っております。先ほど、越塚構成員が、ＰｏＣ祭りと仰っていた、僕はＰｏＣのしかば

ねって言っていますが、ＰｏＣ実施予算はたくさんあるのですけれど、結局、何もビジネス

につながらない。それもハードとかソフトとか物に、製品というか、仕組みだけにお金を投

入するのもちょっとよろしくないというふうにも思っていることを思い出しました。あり

がとうございます。 

 それ以外、何か先生方からございますか。こんなところ、いけてないとかいう点があれば、

ぜひ遠慮なく教えて頂ければと。これ、ちょっといけてないよとかもあったら、ぜひ。それ

がすごく貴重なコメントだと思いますので、いかがでしょうか。これはやはりオンラインだ

とやりづらいですね。こういうのは、雰囲気とかも含めて対面の良さがありますね。 

 安念構成員、ではお願いいたします。 

○安念構成員 

 ありがとうございます。この手の話だと、私もさっき愚痴を申し上げて、大きなことを言

える立場じゃないですが、いろんなプロジェクトがあり、いろんなプログラムがあり、実施

したけど、３年なり何年なり予算が続く間はお付き合いで実施するのですが、結局、はかば

かしい成果が出なかったよねという話は必ずあり、それはそれで、その評価はちっとも間違

いじゃないんだけど、もうちょっと褒めてやってもいいんじゃないかって思うところもあ

るんです。というのは、最近、判子の廃止が結構盛り上がっていますけれども、なぜデジタ

ル化しないかということの一つの側面には、やっぱり紙と判子の文化というのがもう驚く

ほど精緻に洗練されたものであったからですよね。それは本当にすばらしいもので、すばら

しいからよく回っていたわけでして、だからこそ、なかなか離れられないと思うんです。そ

れはそれで仕方のないことだと思います。だから、そんなにすばらしい文化があったところ

で、それでもなお、ある程度はＩＣＴ化しているということの積極面をむしろ見てやるべき

じゃないかという気がします。 

 さっき申した電力会社との話によりますと、必ずマイクログリッドとかスマート何ちゃ

らとかいうのが幾つもあったんですけど、結局、実装されたかというと、やはりされてない
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んですよね。だけど、そういいながらも、しかし、例えば地方自治体で小さな街の中を流れ

ているような水路から小水力という小さな出力の水力発電をあちこちへ造り、一種のまち

おこしにするとか、自分たちがつくったエネルギーで自分たちの電気をつくるといったよ

うな機運がやはり少しずつ出ているわけです。そうしたものは既存の電力会社に依存しな

いでやっていこうという、これはこれで、私、大変すばらしいことだと思います。だから、

失敗は失敗でいいんです。そう評価するのはもちろんそのとおりなのですが、小なりとはい

え、出てきた新しい機運といったようなものをもう少し褒めてやってもいいんじゃないか

なという気がしております。 

○森川主査 

 安念構成員、ありがとうございます。褒めるというキーワードはすばらしいと思います。

おっしゃるとおりだと思います。例えば失敗も、失敗したとしても、その失敗をなぜしたの

かということを突き詰めていけば、それは成果になるはずで、研究開発としてはうまくいっ

たけど、事業としてはうまくいかなかったら、それが実は成果としてきちんと評価してあげ

てもいいのかなというふうにも思っておりますので、失敗の経験というのは次につながり

ますので、それも僕、経営層の人たちには「失敗したら褒めてあげてください」ということ

をいつも言っていますので、それと同じかなと思いました。ありがとうございます。 

 ほかに何か先生方からございますか。越塚構成員、よろしくお願いします。 

○越塚構成員 

 さっきもマイクオンにしたかったんですが、何かボタン利かなくなるんですよね。だから、

やはり技術もまだやることありますよね。 

 それで、先ほども申し上げたことで、なぜうまくいかないかというところで、僕も先ほど

申し上げたことなのですが、やはり僕、キーは、ＩＣＴに関してはプラットフォームなんじ

ゃないかなと思っていて、僕もプラットフォーム信者でもありますが、ただ、プラットフォ

ームオールだとは思わないんですけど、ただ、プラットフォームファーストだとは思うんで

す。例えばスマホにしても、別にスマホのアプリがあったりとかデータがあったりとか、ユ

ーチューバーがいたからiＯＳを作ったわけでもないし、ＡｎｄｒｏｉｄＯＳを作ったわけ

でもなくて、やはりプラットフォームが先にあってから爆発的に出てきている。これ、パソ

コンもそうだったし、携帯電話もそうだったし、ＡＩだって、今、ＤＸと言っていても、あ

れはテンサーフローとかそういうプラットフォームがあったからやっぱりできるようにな

ったしというので、そのきっかけって、さっきのＰｏＣは、僕は祭りってもうちょっとよく
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言っていますが、ＰｏＣを超えようと思ったら、やはりビジネスが成立するぐらい安く、信

頼性高くで、これをやるためにはバックエンドをちゃんとやらないと駄目なんですよね。そ

れが日本はできてなくて、政策的にも、プラットフォームは多分技術に入ってなかったです

よね。何となくプラットフォームはビジネスであり、国が支援するようなものではないみた

いなところがあり、確かにプラットフォームというと、技術だけでなくて、そこにビジネス

も入れば制度も入ってくるので、何となくどう支援していいかも分からないみたいなとこ

ろがあり、誰も手をつけられず、でも、そこが一番重要なのにと。だから、例えばクラウド

とかを見たって、グーグルとかアマゾンを見ても、僕、何がすごいかといったら、あれ、今

だってオープンなサービスはいろいろあるので、誰だってできるのではないかと思うんで

すけど、クラウドのバックエンドにある数万台のサーバーで数億のユーザーを管理するシ

ステムってすごいわけですよね。表に出てこないところ。それがあるか、ないかで、サービ

スできるか、できないかがやっぱり決まってくるといったようなところで、スカイプだって、

フロントエンドが重要なんじゃなくて、バックエンドにある多分クラウド上のマイクロソ

フトのサーバーが非常に重要なわけで、それができるか、できないかというところに、そこ

をやっぱり日本はここまで軽視し過ぎてきたというか、どうしていいか分からなかったと

いうところがあるんじゃないかなと思うので、プラットフォームということで、今、レイヤ

ーはデータレイヤーに来たと思うんですが、やっぱりそこなんじゃないかなというのが僕

の思うところです。 

○森川主査 

 越塚構成員、ありがとうございます。もう本当に御指摘のとおりで、越塚構成員のコメン

トから１つ思い出したことがありまして、これ、結構、僕、衝撃というか、新鮮だったのが、

最近話題のカスタマーサクセスという言葉を調べていて、カスタマーサクセスの定義を僕

なりに考えていたんですが、明確にしたいなと思ってブログとかいろいろと調べていたん

ですけど、十数年前グーグルが天才技術者集団だった時のカスタマーサクセスチームのリ

ーダーの人のブログがあり、カスタマーサクセスチームにどういう人材を採用するのか。

「技術に疎い人」って書いてあるんです。なるほどと。なぜかというと、技術に疎いことで、

社会の課題とかにエンパシー、共感するからだということが書いてあって、なるほどという

ふうなのがやっぱり結構考えさせられて、先生方からも今、多様性というのが一つのキーワ

ードでありましたが、そういう視点も結構重要なのかなと越塚構成員のコメントを伺って

思い出しました。ありがとうございます。 
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 それでは、ほかに何か先生方からコメントございますか。 

○森川主査 

 では、今日はこちらで。本当にいろいろな御意見、非常に多岐にわたる御意見いただきま

して、ありがとうございました。本日いただいた御意見を踏まえて、改めて事務局のほうと

相談しながら整理させていただいて、次につなげさせていただければと思います。ありがと

うございます。 

 それでは、最後に、事務局から今後のスケジュールにつきまして御説明をお願いいたしま

す。 

○岡本課長補佐 

 事務局です。次回会合は１１月２４日（火曜日）１０時からを予定しております。詳細に

ついては別途御連絡差し上げます。よろしくお願いいたします。 

○佐伯調査官 

 事務局から１点追加です。現在、前回の親会、１０月２３日から、このデジタル活用の懇

談会で議論すべき事項を一般の方々に対して提案募集をかけておりまして、それが１１月

１３日までというような形になっております。次回のワーキング、先ほども事務局から申し

上げたとおり２４日を予定しておりますが、そのときにはその提案募集で頂いた内容を、今、

森川先生からおっしゃられたような課題の整理に入れ込んでいきたいと思っておりますの

で、よろしくお願い申し上げます。 

 以上です。 

○森川主査 

 ありがとうございます。 

 それでは、最後に、全体を通して何か先生方からございますか。よろしいでしょうか。あ

りがとうございます。 

 

４．３ 閉会 

○森川主査 

 それでは、以上をもちまして、ワーキンググループの第１回の会合を閉会といたします。

今後も先生方からいろいろなコメントを頂戴できればと思っておりますので、引き続きよ

ろしくお願いいたします。 

 本日はありがとうございました。 


